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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
　

回次
第50期
第２四半期
累計期間

第51期
第２四半期
累計期間

第50期
第２四半期
会計期間

第51期
第２四半期
会計期間

第50期

会計期間

自　平成22年
　　２月１日
至　平成22年
　　７月31日

自　平成23年
　　２月１日
至　平成23年
　　７月31日

自　平成22年
　　５月１日
至　平成22年
　　７月31日

自　平成23年
　　５月１日
至　平成23年
　　７月31日

自　平成22年
　　２月１日
至　平成23年
　　１月31日

売上高 (千円) 37,121,46438,913,76119,199,88719,781,26076,147,766

経常利益又は経常損失(△) (千円) △166,131216,070179,784146,658477,497

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △161,639△279,946189,796 70,286 192,739

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,176,4451,176,4451,176,445

発行済株式総数 (株) ― ― 6,941,3506,941,3506,941,350

純資産額 (千円) ― ― 6,136,5636,208,9536,492,095

総資産額 (千円) ― ― 26,256,20826,655,91325,147,559

１株当たり純資産額 (円) ― ― 898.17 907.34 950.28

１株当たり四半期(当期)純
利益金額又は四半期純損失
金額(△)

(円) △23.67 △41.00 27.80 10.29 28.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 10.28 28.22

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 23.4 23.2 25.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 775,8442,631,095 ― ― 109,711

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 187,681166,105 ― ― 118,072

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,179,511△1,208,054 ― ― △540,762

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,891,4353,383,5871,794,441

従業員数 (名) ― ― 751 730 736

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第50期第２四半期累計期間、第51期第２四半期累計

期間は潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、また、第50期第２四半期会計期間は希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社についても異動はありません。
　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年７月31日現在

従業員数(名)
730

(2,871)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

当社は、食料品及び日用雑貨品を主に販売するスーパーマーケット事業及びその付随業務の単一セグメ

ントであるため、「仕入及び販売の状況」については、商品グループ別に記載しております。
　

(1) 仕入実績

①　商品グループ別仕入状況

区分

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日)

金額（千円） 前年同四半期比（％）

農産 1,987,420 103.2

水産 1,161,670 100.7

畜産 1,233,894 104.2

デリカ 963,450 102.6

デイリー 3,329,055 107.1

グロサリー 5,900,548 108.7

インストアベーカリー 110,066 99.5

　　食品計 14,686,105 106.0

家庭用品 572,201 103.2

衣料品 65,377 85.8

その他 47,999 87.7

　　非食品計 685,578 100.1

合計 15,371,684 105.8

(注) １  第１四半期会計期間より商品グループ別の記載を内部管理に基づく区分に変更しております。このため、前年

同四半期比較については、前年同四半期実績値を変更後の区分に組み替えて表示しております。

２  その他は、催事等であります。

３  金額は仕入価額で表示しております。
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(2) 販売実績

①　商品グループ別売上状況

区分

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日)

売上高(千円) 前年同四半期比(％)

農産 2,328,184 100.9

水産 1,489,241 99.6

畜産 1,607,754 105.6

デリカ 1,537,139 102.9

デイリー 4,552,879 106.1

グロサリー 7,092,345 103.7

インストアベーカリー 249,508 97.8

　　食品計 18,857,052 103.6

家庭用品 758,212 95.4

衣料品 109,911 81.8

その他 56,085 87.1

　　非食品計 924,208 93.0

合計 19,781,260 103.0

(注) １　第１四半期会計期間より商品グループ別の記載を内部管理に基づく区分に変更しております。このため、前年

同四半期比較については、前年同四半期実績値を変更後の区分に組み替えて表示しております。

２　上記金額は、直営売上高であり営業収入は含まれておりません。

３　その他は、催事等であります。
　

②　地域別売上高状況

地域別

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
  至　平成23年７月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前年同四半期比(％)

石狩振興局 澄川店他41店 11,686,461 59.1 106.1

胆振総合振興局 新花園店他６店 1,536,642 7.8 108.3

上川総合振興局 名寄店他３店 837,996 4.2 100.2

留萌振興局 留萌店１店 315,205 1.6 96.2

釧路総合振興局 文苑店他２店 678,751 3.4 90.8

後志総合振興局 手宮店他４店 1,561,137 7.9 100.5

空知総合振興局 滝川店他８店 2,132,333 10.8 95.5

日高振興局 静内店１店 313,656 1.6 101.1

渡島総合振興局 堀川店他１店 719,075 3.6 95.4

合計 19,781,260 100.0 103.0

(注)　上記金額は、直営売上高であり営業収入は含まれておりません。
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③　単位当たり売上高

項目

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
至　平成23年７月31日)

売上高(千円) 前年同四半期比(％)

売上高（千円） 19,781,260 103.0

売場面積(平均)（㎡)
１㎡当たり売上高（千円）

120,892
163,627

100.0
103.0

従業員数(平均)（人)
１人当たり売上高 (千円)

3,604
5,487

102.2
100.8

(注)１　売場面積(平均)は、「大規模小売店舗立地法」に基づく面積であり、稼動月数により算出しております。

２　従業員数（平均）には、フレンド社員(パートタイマー・１日８時間換算期中平均人数)を含みます。
　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

当第２四半期会計期間における北海道地域の経済は、東日本大震災の影響等から厳しい状況にあり、先

行き不透明な状態が続いております。

当社の属するスーパーマーケット業界では、震災発生後一時的に食料品・水・防災用品等のまとめ買

い行動が見受けられました。しかしながら、お客さまの節約志向と商品への安全・安心ニーズが高まって

おり、業種・業態を越えた競争も進行しております。

このような経営環境の下、当社は「新たなるステージへの変革」のスローガンを掲げ、商圏シェアの拡

大に取り組んでおります。

当第２四半期会計期間においては、立地特性に合わせた品揃えや売場づくりの見直しを目的として

「マックスバリュ平岸店」他の店舗改装をいたしました。また、「マックスバリュ石山店」を「ザ・ビッ

グ　石山店」へ、「札幌フードセンター白石中央店」を「ザ・ビッグ　エクスプレス白石中央店」へ価格

競争力のある業態へと転換いたしました。

コンプライアンスの取り組みでは、食品表示、衛生、労務及び防災管理等の重点監査を行うとともに、店

長会議・売場担当者会議を通じて、衛生管理や労務管理教育の強化に努めてまいりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間の営業収益は201億23百万円（前年同四半期比3.0％増）、営業利益

は１億47百万円（前年同四半期比19.1％減）、経常利益は１億46百万円（前年同四半期比18.4％減）と

なりました。

四半期純利益は、法人税等調整額47百万円の計上等により70百万円（前年同四半期比63.0％減）とな

りました。
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(2)財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて24.7％増加し、99億46百万円となりました。これは、現金及び預金が

15億89百万円、未収入金が３億58百万円それぞれ増加したこと等によります。

固定資産は、前事業年度末に比べて2.7％減少し、167億９百万円となりました。これは、繰延税金資産が

１億92百万円、建設協力金が１億80百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて6.0％増加し、266億55百万円となりました。
　

(負債)

流動負債は、前事業年度末に比べて19.9％増加し、147億26百万円となりました。これは、支払手形及び

買掛金が19億36百万円増加したこと等によります。

固定負債は、前事業年度末に比べて10.3％減少し、57億20百万円となりました。これは、資産除去債務が

４億94百万円増加したものの、長期借入金が11億２百万円減少したこと等によります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて9.6％増加し、204億46百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末に比べて4.4％減少し、62億８百万円となりました。これは、利益剰余金が

２億79百万円減少したこと等によります。
　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期会計期

間末に比べ35百万円増加し、33億83百万円となりました。

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は前年同四半期に比べ12億30百万円減少し、５億81百万円となりました。

収入の主な内訳は、仕入債務の増加額４億６百万円、減価償却費２億10百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は前年同四半期に比べ１億10百万円増加し、１億５百万円となりました。

収入の主な内訳は、建設協力金の回収による収入１億１百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は前年同四半期に比べ１億97百万円増加し、６億50百万円となりました。

支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出６億50百万円等であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年９月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,941,350 6,941,350
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 6,941,350 6,941,350 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】
　

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

① 第１回新株予約権（第１回株式報酬型ストックオプション）

平成21年３月18日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年７月31日)

新株予約権の数 22個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,200（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
　平成21年５月１日～
平成36年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,460
資本組入額　　731

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者（以下「新株予約権
者」という）は、権利行使時においても当社の取締役
の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役を
退任した場合であっても、退任日から５年以内に限っ
て権利行使ができるものとする。
②新株予約権については、その数の全数につき一括して
行使することとし、これを分割して行使することはで
きないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供すること
はできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率

　　当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式数

の調整を行う。

② 第３回新株予約権（第３回株式報酬型ストックオプション）

平成23年３月16日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年７月31日)

新株予約権の数 76個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,600（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
　平成23年５月１日～
平成38年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,323
資本組入額　　662

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者（以下「新株予約権
者」という）は、権利行使時においても当社の取締役
の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役を
退任した場合であっても、退任日から５年以内に限っ
て権利行使ができるものとする。
②新株予約権については、その数の全数につき一括して
行使することとし、これを分割して行使することはで
きないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供すること
はできない。

代用払込に関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率

　　当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式数

の調整を行う。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年５月１日～
平成23年７月31日

― 6,941,350 ― 1,176,445 ― 1,206,839
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 3,925 56.55

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目７番地 339 4.88

マックスバリュ北海道共栄会 札幌市中央区北８条西21丁目１番10号 331 4.77

イオンクレジットサービス
株式会社

東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 265 3.81

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 170 2.44

出戸一成 札幌市中央区 161 2.32

マックスバリュ西日本株式会社 兵庫県姫路市北条口４丁目４番地 118 1.69

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 106 1.52

出戸京子 札幌市中央区 80 1.15

ミニストップ株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 59 0.84

イオンディライト株式会社 大阪市中央区南船場２丁目３番２号 59 0.84

計 ― 5,614 80.81

(注)　上記のほか当社所有の自己株式112千株（1.62％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　112,900

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式6,828,000 68,280 ―

単元未満株式 普通株式　　　450 ― ―

発行済株式総数 6,941,350― ―

総株主の議決権 ― 68,280 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
マックスバリュ北海道
株式会社

札幌市中央区北８条西21
丁目１番10号

112,900 ― 112,900 1.62

計 ― 112,900 ― 112,900 1.62

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　２月

　
　３月

　
　４月 　５月

　
　６月

　
　７月

最高(円) 1,413 1,401 1,400 1,394 1,399 1,429

最低(円) 1,397 1,010 1,275 1,303 1,350 1,380

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成22年２月１日から平成22年７月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成23年２月１日か

ら平成23年７月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。
　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成22年５月１日か

ら平成22年７月31日まで)及び前第２四半期累計期間(平成22年２月１日から平成22年７月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成23年２月１日から平成23年７月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,383,587 1,794,441

売掛金 222,526 211,756

商品 2,071,810 2,037,591

貯蔵品 30,063 26,578

繰延税金資産 355,335 284,294

未収入金 3,161,731 2,803,493

その他 755,903 854,993

貸倒引当金 △34,772 △37,068

流動資産合計 9,946,186 7,976,079

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 4,985,265

※1
 4,973,853

土地 2,985,030 2,997,556

その他（純額） ※1
 1,086,678

※1
 1,110,026

有形固定資産合計 9,056,973 9,081,436

無形固定資産 40,954 45,098

投資その他の資産

投資有価証券 148,320 163,330

繰延税金資産 1,108,754 1,300,905

敷金 3,757,758 3,779,004

建設協力金 2,335,472 2,515,620

その他 495,470 533,043

貸倒引当金 △233,977 △246,961

投資その他の資産合計 7,611,799 8,044,944

固定資産合計 16,709,726 17,171,479

資産合計 26,655,913 25,147,559

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 8,450,927 6,514,188

1年内返済予定の長期借入金 2,497,365 2,602,968

未払法人税等 46,159 69,101

引当金 18,023 36,005

設備関係支払手形 ※2
 202,441 73,855

その他 3,511,919 2,983,794

流動負債合計 14,726,836 12,279,913

EDINET提出書類

マックスバリュ北海道株式会社(E03250)

四半期報告書

14/28



(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年１月31日)

固定負債

長期借入金 4,145,072 5,247,406

資産除去債務 494,408 －

その他 1,080,642 1,128,144

固定負債合計 5,720,123 6,375,550

負債合計 20,446,959 18,655,464

純資産の部

株主資本

資本金 1,176,445 1,176,445

資本剰余金 1,206,839 1,206,839

利益剰余金 4,017,747 4,297,693

自己株式 △194,690 △194,690

株主資本合計 6,206,341 6,486,287

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △10,654 2,595

評価・換算差額等合計 △10,654 2,595

新株予約権 13,266 3,212

純資産合計 6,208,953 6,492,095

負債純資産合計 26,655,913 25,147,559
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年７月31日)

売上高 37,121,464 38,913,761

売上原価 28,501,218 29,944,738

売上総利益 8,620,246 8,969,022

その他の営業収入 686,285 680,670

営業総利益 9,306,532 9,649,693

販売費及び一般管理費 ※１
 9,468,774

※１
 9,429,038

営業利益又は営業損失（△） △162,242 220,655

営業外収益

受取利息 24,327 19,832

その他 21,716 19,203

営業外収益合計 46,044 39,036

営業外費用

支払利息 46,285 38,755

その他 3,648 4,865

営業外費用合計 49,933 43,621

経常利益又は経常損失（△） △166,131 216,070

特別利益

貸倒引当金戻入額 15,835 14,664

偶発損失引当金戻入額 139,140 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 8,600 －

特別利益合計 163,576 14,664

特別損失

固定資産除却損 14,381 8,014

投資有価証券評価損 36,059 －

減損損失 ※２
 190,911

※２
 41,969

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 301,314

その他 － 13,555

特別損失合計 241,352 364,854

税引前四半期純損失（△） △243,907 △134,119

法人税、住民税及び事業税 21,430 22,956

法人税等調整額 △103,697 122,869

法人税等合計 △82,267 145,826

四半期純損失（△） △161,639 △279,946
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年５月１日
　至 平成23年７月31日)

売上高 19,199,887 19,781,260

売上原価 14,669,707 15,183,640

売上総利益 4,530,179 4,597,620

その他の営業収入 338,752 342,605

営業総利益 4,868,931 4,940,225

販売費及び一般管理費 ※１
 4,686,875

※１
 4,793,023

営業利益 182,055 147,201

営業外収益

受取利息 11,959 9,746

その他 9,827 10,264

営業外収益合計 21,787 20,010

営業外費用

支払利息 22,616 18,816

その他 1,441 1,737

営業外費用合計 24,058 20,554

経常利益 179,784 146,658

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,320 8,871

偶発損失引当金戻入額 139,140 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 420 －

特別利益合計 145,881 8,871

特別損失

固定資産除却損 9,005 1,411

投資有価証券評価損 36,059 －

減損損失 ※２
 133,532

※２
 25,132

特別損失合計 178,597 26,543

税引前四半期純利益 147,068 128,986

法人税、住民税及び事業税 10,657 11,446

法人税等調整額 △53,385 47,253

法人税等合計 △42,727 58,699

四半期純利益 189,796 70,286
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △243,907 △134,119

減価償却費 513,181 438,394

減損損失 190,911 41,969

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 301,314

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △53,135 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,835 △15,278

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） 18,375 △17,982

受取利息及び受取配当金 △25,676 △21,273

支払利息 46,285 38,755

固定資産除却損 14,381 8,014

投資有価証券評価損益（△は益） 36,059 －

偶発損失引当金戻入額 △139,140 －

売上債権の増減額（△は増加） △37,115 △10,770

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,456 △37,705

未収入金の増減額（△は増加） 192,481 △358,237

仕入債務の増減額（△は減少） 186,812 1,936,738

未払金の増減額（△は減少） △32,419 △75,714

未払費用の増減額（△は減少） 171,620 404,012

未払消費税等の増減額（△は減少） △104,653 39,779

預り金の増減額（△は減少） 178,566 173,298

預り保証金の増減額（△は減少） △75,317 △46,072

その他 21,653 38,434

小計 881,584 2,703,557

利息及び配当金の受取額 14,547 10,852

利息の支払額 △48,511 △37,338

訴訟関連損失の支払額 △28,800 －

法人税等の支払額 △42,975 △45,975

営業活動によるキャッシュ・フロー 775,844 2,631,095
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年７月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △120,796 △86,265

投資有価証券の取得による支出 △53,409 －

敷金の差入による支出 △32,428 △2,958

敷金の回収による収入 123,222 24,204

建設協力金の回収による収入 313,631 253,397

その他 △42,537 △22,273

投資活動によるキャッシュ・フロー 187,681 166,105

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △1,179,484 △1,207,937

配当金の支払額 △27 △117

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,179,511 △1,208,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △215,984 1,589,145

現金及び現金同等物の期首残高 2,107,419 1,794,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,891,435

※１
 3,383,587
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年２月１日  至  平成23年７月31日)

会計処理基準に関する事項の変

更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

11,102千円減少し、税引前四半期純損失は312,417千円増加しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は490,505千円であ

ります。
　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日　至　平成23年７月31日)

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間において区分掲記しておりました「違約金収入」(当第２四半期累計期間は300千円)

は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日　至　平成23年７月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。
　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日　至　平成23年７月31日)

従来、クレジットに係る債権については全額「売掛金」として計上しておりましたが、前事業年度末から債権譲

渡が完了している金額については「未収入金」として計上する方法に変更しております。

この変更は、通常の販売から生じた営業債権であるとの経済実態を重視し、従前より「売掛金」として計上して

おりましたが、クレジットに係る未収債権のうち債権譲渡が完了している金額については「未収入金」に計上する

というイオングループの表示方針に整合性を図ったものです。この変更により、従来の方法と比較し「売掛金」が

469,985千円減少し、「未収入金」が同額増加しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)
　

当第２四半期会計期間末
(平成23年７月31日)

前事業年度末
(平成23年１月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　9,436,432千円

※２　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれております。

　　　　支払手形　　　　　　　　　 　　10,807千円

　　　　設備関係支払手形　　　　　　 　30,427千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　8,883,288千円

―――

 
 

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間
　

前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日 
  至　平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日 
  至　平成23年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当及び賞与 3,716,668千円

役員業績報酬引当金繰入額 18,375千円

退職給付費用 56,914千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当及び賞与 3,918,367千円

役員業績報酬引当金繰入額 13,912千円

退職給付費用 61,316千円

※２　減損損失

　　当四半期累計期間において、以下の資産グループ　

　について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 物件数
金額
（千円）

店舗 建物等
石狩
振興局

９ 160,638

店舗 建物等
上川総合
振興局

３ 16,031

店舗 建物等
後志総合
振興局

１ 5,440

遊休資産 土地
空知総合
振興局

１ 8,800

合計 14 190,911

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、店舗を基礎としてグルーピングしております。また、

遊休資産については個別の物件単位毎にグルーピング

しております。

　店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなる見込である資産グループ及び、遊休状態にあ

り今後の使用目処が立っていない資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

　なお、「場所」の表記につきましては、平成22年４月１

日より地域名称が変更になったことに伴い、支庁から振

興局に変更しております。

※２　減損損失

　　当四半期累計期間において、以下の資産グループ　

　について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 物件数
金額
（千円）

店舗 建物等
石狩
振興局

８ 19,499

店舗 建物等
上川総合
振興局

１ 2,409

店舗 建物等
後志総合
振興局

２ 7,534

遊休資産 土地
空知総合
振興局

１ 12,526

合計 12 41,969

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、店舗を基礎としてグルーピングしております。また、

遊休資産については個別の物件単位毎にグルーピング

しております。

　店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなる見込である資産グループ及び、遊休状態にあ

り今後の使用目処が立っていない資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。
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第２四半期会計期間
　

前第２四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
  至　平成23年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当及び賞与 1,901,291千円

役員業績報酬引当金繰入額 9,345千円

退職給付費用 29,696千円

※２　減損損失

　　当四半期会計期間において、以下の資産グループ　

　について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 物件数
金額
（千円）

店舗 建物等
石狩
振興局

８ 115,882

店舗 建物等
上川総合
振興局

１ 3,409

店舗 建物等
後志総合
振興局

１ 5,440

遊休資産 土地
空知総合
振興局

１ 8,800

合計 11 133,532

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、店舗を基礎としてグルーピングしております。ま

た、遊休資産については個別の物件単位毎にグルーピ

ングしております。

　店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなる見込である資産グループ及び、遊休状態

にあり今後の使用目処が立っていない資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。

　なお、「場所」の表記につきましては、平成22年４月

１日より地域名称が変更になったことに伴い、支庁か

ら振興局に変更しております。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当及び賞与 2,030,307千円

役員業績報酬引当金繰入額 9,242千円

退職給付費用 30,293千円

※２　減損損失

　　当四半期会計期間において、以下の資産グループ　

　について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 物件数
金額
（千円）

店舗 建物等
石狩
振興局

４ 8,816

店舗 建物等
後志総合
振興局

１ 3,789

遊休資産 土地
空知総合
振興局

１ 12,526

合計 ６ 25,132

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、店舗を基礎としてグルーピングしております。ま

た、遊休資産については個別の物件単位毎にグルーピ

ングしております。

　店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなる見込である資産グループ及び、遊休状態

にあり今後の使用目処が立っていない資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日 
  至　平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日 
  至　平成23年７月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年７月31日現在）

現金及び預金 1,891,435千円

現金及び現金同等物 1,891,435千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年７月31日現在）

現金及び預金 3,383,587千円

現金及び現金同等物 3,383,587千円
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(株主資本等関係)

　当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日）及び当第２四半期累計期間(自　平成23年２月１日　至　平

成23年７月31日)
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 6,941,350

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 112,944

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権
当第２四半期
会計期間末残高
(千円)

13,266

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末(平成23年７月31日)

以下の科目が、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。

科目
四半期貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 3,383,587 3,383,587 ―

(2) 支払手形及び買掛金 8,450,927 8,450,927 ―

(注) 金融商品の時価の算定方法

　　 (1) 現金及び預金、(2) 支払手形及び買掛金

　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　

EDINET提出書類

マックスバリュ北海道株式会社(E03250)

四半期報告書

23/28



　

(持分法損益等)

　前第２四半期累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自　

平成23年２月１日　至　平成23年７月31日）

　　　関連会社が存在しないため、該当事項はありません。
　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、食料品及び日用雑貨品を主に販売するスーパーマーケット事業及びその付随業務の単一セグメ

ントであるため、記載を省略しております。
　

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日)を適用しております。
　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
　

当第２四半期会計期間末
(平成23年７月31日)

前事業年度末
(平成23年１月31日)

　 907.34円 　 950.28円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等
　

第２四半期累計期間
　

前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日
  至　平成23年７月31日)

１株当たり四半期純損失金額 23.67円１株当たり四半期純損失金額 41.00円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半
期純損失であるため、記載しておりません。

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半
期純損失であるため、記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年２月１日
  至　平成23年７月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 161,639 279,946

普通株式に係る四半期純損失(千円) 161,639 279,946

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,827,534 6,828,406

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―
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第２四半期会計期間
　

前第２四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
  至　平成23年７月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　27.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　10.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　10.28円

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成23年７月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 189,796 70,286

普通株式に係る四半期純利益(千円) 189,796 70,286

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,827,840 6,828,406

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

― ―

四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― 9,793

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月31日

マックスバリュ北海道株式会社

取　締　役　会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　剛　　司　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　齊　　藤　　寿　　徳　　印

　
　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマッ

クスバリュ北海道株式会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第50期事業年度の第２四半期会

計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年２月１日から平成

22年７月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ北海道株式会社の平成22年７月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年９月５日

マックスバリュ北海道株式会社

取　締　役　会　　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　藤　江　正　祥　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　齊　藤　寿　徳　　印

　
　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマッ

クスバリュ北海道株式会社の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの第51期事業年度の第２四半期会

計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年２月１日から平成

23年７月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ北海道株式会社の平成23年７月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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